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(1)事業の現況

①施設

画 期

日

熊本県水上村

間

特定環境保全公共下水道事業

平成

開始
開始後

処理区域内人口密度

平成

29

度
数)

年

処

28

水上処則Ⅸ.ギ成13年度(15年)

理

年度

処

区
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2」.80人/h a

理

月

数

広域化・共同化・最適化
実施状況幻

場

球磨川上流流域ド水道に接続

¥1「広域化」とは、・部町携剤1合による,Ⅱ業尖施等の他の「]治体との.Ⅱ業統介、硫城下水道への按統を指寸
「共同化」とは、複数の杓治作で北同して使川寸る施設の述没Ut北Π寺1樽朧恕や述挟中枢都市凶にJよ'くものをAむ)、広h捌ヒ・典同化を排述するための,汁抽1にJよイjき尖

施tる施股の整備(総銘靜リdE辿知)、唖務の・・・部を」し同して管理・制寸i・ナる場介(上卜令徴収等の'Ⅱ疹の・部を・部'1,銘青Ⅱ介によ0て火施tる場介笄)を指す
「最速化」とは、①他の,1f業との統廃介、②公共ド水・集排、ホ化嫡勺,の行和処理施,没の小から、地到!的・社会的条件に1心じて址速なものを送択司、ること{処"rKの統1充介を

含む,)、③施,没の統嵯介(処刊H式の統J充介を作わない)を指t_

数

平成

球磨川 k流流域ド水道に接続

法適(全部適用・一部適用)
非適の区分

②使用料

37

球磨川上流流域ド水道に接続

一般家庭用使用料体系の
概要考え方

流域
接

年度

水道
の

非適用

への
^

業務用使用料体
概要考え

J玉本料・:一世瑞当り 1,440円
人員仰上世帯員]人当り 480門
G血朋範開:一般世帯・佃νJ羊鴬の店舗等)

J11、

球磨川 1二流流域ド水道に接続

基本料:14,290円
人員害上 1人当り480円
業務料・金:47,6 2 0円
G商用範囲:事業所A (病院:ベッド数50床以上))

フ志本料:1,44 0円
人員育上 1人当り480円
業務料令:1,9 10 門
6商用範開:事業所B (感造場、加下下場等))
基本料:1,440円
人員宵上 1人当り480円
業務料令:960円
G商用範囲:事業所C (飲食店、美容室、 N髪店、 GSスタンド、診療所、餌H更局等))

系の
方

その他の使用料体系の
概要考え方

例 上

02

過去 3

*2 条例上の使用1斗とは、一般家庭における20ldあたりの使用科をいう。
*3 実質的な使用料主は、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20mを乗じたもの(家庭用のみでなく業務用を含む)をいう.

人員御上 1人当り 95円
(適用範開:公共施設、学校、保育所)

J'本料・:48 0円
(適用範開:集会施設)

〕圭本料:9,5 3 0円
G商用範開:岩野公民館、保健センター)
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あたり
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③組織

職

事業運営組織

員

(2)民間活力の活用等

数

建設課は、平成28年度現在課長以ド5人体制であり、業務は公共士木、森林士人、農業土人、簡
易水道事業、村営住宅事業、ド水道事業、農業集落排水事業、林業集落排水事業、汀Hヒ袖事業を般
務しています。職員給与の予算措置については、一般会計が5人、簡易水道事業特別会計に)人と
なっています。

民間活用の状況

課の総括:課長・公共士人:]ノ>森林士木、
化袖事業1ノ>簡易水道、村肯住宅:2人

資産活用の状況

ア民問委託
(包括的民問委託を含む)

イ指定管理者制度

百

叫「エネルキー利用」とば、下水汚泥・下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
巧「土地・施設等利用」とは、士ナ也・建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す(単純な売却け除く)。

(3)経営比較分析表を活用した現状分析 ※別紙1のとおり

※直近の経営比較分析表(「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表についてX公営企業三課室長通知)」による経営比較分析表)を添付寸るこ上。

ウ PPP,PFI

平成27年度に策定・公表した平成26年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
本村の現状としまして、類似団体と比較しますと、水洗化率については平均を超えていますが、一般会計からの繰入金に依存し
ている状況で、今後も高齢化や過疎化により水洗化率及び料令収入の人幅な増加は見込めないとr,想されます。
事業継続に向けた対策を検討していく必要があります。

アエネルギー利用
(下水熱・下水汚泥・発電等)*4

イ土地・施設等利用
(未利用土地・施設の活用等)朽

ド水道事業、農集排、林集排

2

保守点検業務及び剰吋寺管N業務を民問業者に委託しています。

本村は、球磨川最上流に位置するため、「川上から環境保全、水質保令」をコンセブトに他町村に先駆けて、ド水道黎備に取り
組んできました。その結果、村内の河川の水質は、分析データからも年々向ヒしており、確実に環境保全、水質保令に寄与して
おります。
今後は、流域ド水道の使用料負担令、設備投資の起債償還釡、緋持管理費をぢぇた場合、施設維持のための財政的な方策が課題
となっておりますが、環境保令・水質保令のために区域内のド水道接絖率の向上を推進するとともに、ド水道施設の適止な雜持
管理と施設改良に努め、集落散イ1辻也域については、合併処理浄化椚黎備事業により施設落備を行い、水上村令域での環境保令・
水質保全に努めていきます。
只体的な施策としまして、以、ドの4点により適正な経鴬を図っていきます。
1.ド水道施設の適止管Nについて、住民への冉発活動を行い、適止な雜持管理でのド水道特別会計の独立採算性を確保しま
す。

2.「ド水道ストックマネジメント計向」に茶づき適正なド水道施設の黎備改良、機能保令及び老朽化対策を実施していきま
す。
※「ストックマネジメント」とは、ド水道事業の役割を踏まえ、持続可能なド水道事業の実施を図るため、明確な目標を定め、
膨大な施設の状況を客観的に把捉、評価し、中長期的な施設の状況を予測しながら、ド水道施設を計佃j的かつ効率的に管理する
ことをいう。

3.ド水道への加入促進を図り、接続率の向上に努めます。

ーの

1人・農業士木、浄

該当無し

該当無し

該当無し

4

該当無し

合併処理浄化椚黎備事業の推進を図ります。

3
ノ、

(1)投資・財政計画(収支計画):別紙 2 のとおり

※赤字がある場合には(3)において、その解消方庄が示されていることが遭、要

(2)投資・財政計画(収支計画)の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

百

平成28年度から平成29年度の2か年により fド水道ストックマネジメント計佃U を作成し、これに藁づき同肺補助令を活用
しながら適止な施設管理を実施していきたいと吉えております。
このことにより、無駄な投資を減らし、計画的な経鴬を行っていくことができます。



②収支計画のうち財源についての説明

当事業における上な収益的収入は、ド水道料令、岡庫補助金、一般会計繰入金となっています。
使用料については、少子高齢化、岩者の流出等で年々減少傾向となることを想定していますが、未接続世弗・の加入促進に努め、
減収を抑えていきたいと冴えています。
本村の特定環境公共ド水道事業下水道料金の将来推計値は、図表1のとおりです。
【推計方法】
・平成25年度~平成27年度のド水道使用料・及び右収水量尖績値から3力年の平均単.価を算出 a 金あたり135円)。
・平成29年度以降の年間有収水量推計値に平均挙、イ怖 a lゞあたり135門)を乘じて使用制収入を推計。
・処理人Π及び年問有収水量の推計については、それぞれの平成28年度実績値に、河立礼会保障・人口問題研究所力井隹計した
本村の人Π減少率(H2 9~H3 2 までは年△1.66%、 H3 3 ~H3 7 までは年△].別%)を乗じて算出。

【図表1 使用料収入の推計

年度

H28

H29

H30

処理人口

H31

H32

H33

H34

914

H35

年問有収水量(A)市

899

H36

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

884

H37

869

鴬業費用に関する事項
平成28年度及び平成29年度において、ストックマネジメント基本計向(長寿命化計佃D を実施するため、収益的支出が火幅
に増加しておりますが、それに作い同庫補助金(1/2補助)による収入も得ております。
当該計向を菓に、今後施設の改築史新を計佃伯引こ実施していきます。
ド記の費用については、平成30年度以降より、直近の実績額(平成25年~27年の平"D で算定しています。
・動力費に関する事項(7N,000円)
・修繕費に関する事項(6那,000円)
・委託費に関する事項(6仭,120円)

854

838

116,969

822

1 15.027

806

1 13,1 17

791

使用料収入(B)円

111,239

フ76

109.392

107.379

105.403

103.463

15,441.858

101.559

15,528.645

3

15,270,795

99.690

Irr;当り使用料

(B)/(A)円/rr;

15,017265

(1)1こおいて、純損益(法適用)又は実質収支(法非適用)が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討休制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*(1)において思字の場合においても、投資唄オ政計画(収支計画)に反映tることができなかった検討中の取組や今後検討予定の取粗について、その
内容等を記載すること。

①今後の投資についての考え方・検討状況
*処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ビとに記載すること

14.767,920

14,496,165

14.229.405

13.967,505

盲

13.710,465

132

13.458,150

135

135

135

135

135

広域化・共同化・最適化に関する事項

135

135

の

135

135

^

投資の平準化に関する事項

②今後の財源についての考え方・検討状況

民問活力の活用に関する事項
(PPP/PΠなど)

の の

使用料の見直しに関する事項

該当なし

ド水道ストックマネジメント計画に藁づき適止な收築更新を図り、計向的な投資
の平準化を進めてまいります。

資産活用による収入増加
の取組について

③投資以外の経費についての考え方・検討状況

現在、民問活力の活用に関する事項は検討していません。

民間活力の活用に関する事項
(包括的民問委託等の民問委託、指定管理者制

度、 PPP/PF1など)

その他の取組

消費税の増税に作い、ド水使用料・を改定するかは今後の検討課題です。

確実な運用により菓令積住をH指します。

職員給与費に関する事項

建設改良費に当たっては、岡の補助事業の活用や交付税措置の村利な起債の借入
等、適切な財源確保について検討しています。

動力費に関する事項

現時点では検討していませんが、今後の検討課題です。

該当なし

設備機器の適正な運用を図り、コスト痢讃咸に努めていきます。

こ宙



修繕費に関する事項

委託費に関する事項

4.経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

その他の取組

今後、史に修繕費等が増加することが懸念されます。
早期に黎備計向を立て計向的に修繕を行っていぐ必要があります。

営戦略の事後検
新等に関する

現在、施設の保守点検消揣業務を等単年度契約で実施しているところですが、複
数年の業務委託契約とすることにより、費用が抑制出来るかを今後検討し、経費
の削減、効率化に努めます。

本村では、ド水道への接続率も90%近くに達しており、住民の減少及び高齡化
に作い、ド水道への新規加入率が伸び悩んでいる状況です。
今後は加入促進を進めていくとともに、収納率向上(判.持)など財源確保につな
がる絲費について、費用対効果を検証しつつ、取り組んで行きます。

平成29年度において、ストックマネジメント計画を策定することから、平成30年度以
降の経常戦賂について、祥細な雜持管理H仟向を迂て、兒直しを行っていきたいと占えてお
ります。
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様式第2号(法非適用企業)

分

( 1 )

総

収 (2)

料

( 1 )

総

他

収

(2)

収

前々年度

(決算)

益(A)

益侶)

益(C)

収

37,908

前年度

鐙ヨ

a)

15,314

他

15,006

(2)

34,201

うち

(3)

用Φ)

払

本年度

他

15,342

的

(4)

308

22,594

他

15,256

(5)

22,557

他

(6)

時借入金利

38,924

(フ)

利

18,095

29年度

15,466

37

18β59

86

13,708

15,442

18,823

(都道府

( 1 )

(A)ー(D)

38,607

30年度

20,279

(2)

15,573

36

13,708

23,458

24

16,167

(3)

15,529

20,724

4,387

(4)

入(F)

(E)

4,351

33,299

2,734

(5)

他

25,164

31年度

15,305

16,167

23,034

化

他

44

21β08

^
字式

15,271

却

19,523

19β13

4,1 12

36

Ξ

4,076

収支差引

32,495

3,511

代

32年度

仟

27,533

631

15,041

21,308

17,994

34

23,947

15,017

期借入

17,959

3β56

13,922

36

償

3β22

32,349

471

20,075

33年度

575

15,082

35

23,947

出(G)

17,454

24

16,718

給

他

14,768

17,419

3,586

13,760

34

3,575

32,597

486

160

34年度

18,996

581

14,550

35

16,718

314

17,267

(F)ー(G)

19,382

15β96

(H)

14,496

17,232

3,357

11,074

11

3,322

32,319

501

18,646

35年度

598

89

14,283

19,382

35

15β96

18,047

他

14,222

54

15,808

14,229

18,012

①

3,100

13,224

35

3,065

32,301

(単位:千円,%)

518

△ 18,751

36年度

614

18,378

80

14,002

14,222

35

15,808

18,036

13,201

54

15,808

13,968

18,001

2,838

13,499

35

2,803

32,260

534

△ 13,647

18,105

631

37年度

80

13,734

13,201

35

15,808

18,299

13,448

34

15β08

13,710

18,264

2,570

13,703

35

2,535

32,143

551

△ 12,620

649

17,826

80

13,448

35

13,フ72

15,808

18,526

13,701

24

15,808

13,458

18,491

2,297

14,219

35

2,262

569

△ 12,850

17,541

667

80

13,701

35

15,808

314

18β71

13,958

15,808

18,336

2,018

14,214

35

1,983

587

△ 13,087

686

17,252

80

13,958

35

15β08

14,220

15,808

1,733

14,475

35

1,698

606

△ 13,327

625

80

14,220

15β08

14,488

14,719

1,444

35

1,409

625

△ 13,571

645

80

14,488

14,761

14,891

35

645

△ 13β21

57フ

14,761

15,040

57フ

△ 14,075

15,040

15,325

△ 14,415

15,325

15,526

△ 14,680

15,526

△ 14,949

会計繰入金

イ受託工事収

ち退職手当

ウそ

イそ

ア職

イそ

うち資本費平準

県)補助金

ア支

収支差

固定資産売

与費

金返還金

還金

会計への繰出金

職員うち



様式第2号(法非適用企業)

区

収支再

積

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形

差

翌年度

実

式

引

金

年

質収

(N)ー(0)

収

赤

ノ、、

字

収益的収支比率(

繰り越すべき財源(0)

支

地方財政法施行令第16条第1
資 金 不の

(E)+①

比

度

支

営業収益

率

黒

(J)ー(K)+(L)ー(M)(N)

赤

前々年度

(決算)

方
金

健全化法施行令第16条により算定した
資

゛'見

足、,の不

(J)

(K)

'

健全化法施行規則第6条に規定する
解消可能資金不足一

(D

投資唄オ政計画
(収支計画)

(Q)

旧)ー(C)

政

前年度

、

(M)

1,062

畷η

健全化法施行令第17条により算定した
模事 の

法によ

の比

(A)

①)+(H)

440

字(P)

健全化法第22条により算定した

資、' 不足比 ニミ

項により算定した
額足

995

字(Q)

X I00 )

0他会計繰入金

1,617

本年度

275

18,336

X I00 )

収益

地

159

1,618

^
^

1,617

1,140

(B)ー(C)(S)

・十

29年度

1,734

《R)/(S)× 100)

方

区

(R)

借

90

1,733

1,734

57フ

△ 1,フ76

収益的収支分

入

債

2,783

30年度

1 10

受託工事

金

2,783

資本的収支分

15β14

2,783

(T)

残

残

((T)/(V)× 100)

31年度

137

(U)

897

年

100

15,342

(V)

897

897

32年度

うち基準内繰入金

172

934

度

うち基準外繰入金

90

剛)

15,466

934

934

(X)

うち基準内繰入金

33年度

1,016

132

うち基準外繰入金

380

224,662

1,016

15,573

1,016

前々年度

(決算)

34年度

398

768

120

210,440

15,305

768

768

前年度

23,262

鐙ヨ

35年度

1,046

139

23,262

120

197,239

1,046

15,041

1,046

(単イ立千円,%)

18β23

471

36年度

1,065

本年度

17,812

60

471

183,790

20

23,733

1,065

15,082

1,01 1

1,065

16,522

486

1,105

37年度

29年度

16,522

39

486

170,090

10

1,105

19,309

14,550

1,105

19,005

△ 58

501

1,134

30年度

16,505

501

300

156,132

17,023

1,134

2,500

14,283

1,134

17,425

518

31年度

16,489

フ76

518

141,911

19,523

14,002

936

フ76

16,868

534

32年度

16,472

534

127,423

17,959

13,734

396

16,663

551

33年度

16,454

551

1 12,661

17,419

13,フ72

209

17,425

569

34年度

16,436

569

17,232

97,621

989

17β95

587

35年度

16,417

587

82,297

18,012

978

17,639

606

36年度

16,398

(単位:千円)

606

18,001

66,フ70

1,241

17,846

625

37年度

16,378

625

18,264

1,468

17,759

645

16β58

645

18,491

1,401

57フ

分

立

合

一
宅

一
局

高

地
資

他

分

計

る
率



別紙1

本水上村

業務名

法非適用

資金不足比牢{%}

業種名

下水道事業

自己資本構成比率【%)

該当数値なし

1'000

120 00

100 00

ι0 舶

60 00

'0 伽

10 00

0 00

①収益的収支比率1%)

当該価

平均価

事名

林業集落排水

普及串{%}

2 32

閲

10ι 09

H2

"能

60 00

類似団体区分

G3

有収率【%)

100.00

「単年の収支」

50 00

■

40 00

30 00

恒凝費回収率{%}

20 00

②累積欠金比牢1%}

10 00

0 00

当該価

平均価

..

1か月20mユ当たり家庭料金{円】
3,110

^

"3
'9 '2

2' 1ι

経営比較分析表

「渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

1.経の健全性・効率性

該当数値なし

^

4

" 21

1? 93

^

""

N詑

■

「料金水準の適切性」

1 200 00

1 000 00

3' 07

16 1ι

人口(人)

2,323

処理区内人口{人1

53

ι伽 00

600 00

欠損」

@秀水処理原価佃}

a済形固定資産減価償却率{%}

400 00

200 00

0 00

@疏動比率{%】

当該仙

早均仙

お

開Z艶

能亀門

面積化釣
190 96

処理区面{k釣
0 08

HI

0伽

0伽

該当数値なし

該当数値なし

を'

34ι'フ

"0 ι'

【609 17】

法適用企業と類'団区分が同じため、収収支率の類'団平、等を表示していません.
平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規比牢及び管渠改善牢については、平成26年度の蛋業数を基に類似団体平均値を算出しています.

"お

"' 97

'3"'

「施設全体の減価償却の状況」

「費用の効率性」

60 00

人口密{人ノk酌
12 16

処理区内人口密度1人ノk劒
662 50

酋

5ι亀 3,

1 021 舌9

50 00

「支払能力」

?伽0 00

1 帥0 伽

1 '00 伽

1 '00 00

1 2伽 00

10伽伽

ι00 00

600 00

400 00

200 00

0帥

'0 00

乏7
46'ι5

1 000 ι3

30 00

④企業残高対事規棋比率1%}

⑦施利用率{%1

20 00

10 00

0 00

当該佳

早均価

2.老朽化の状況

②老朽化率{%}

"

妬弘

"加

当該価

早均価

抑
0伽

1 775 02

グラフ凡例
■当該団体(当該値

類似団体平均位(平均値)

n 平成27年度全国平均

分

1.経営の健全性・効率性について

料金収入だけでは健全な経営が困緋であり、一般
会計からの繰入金に依存している状況だが、高齢化
や過疎化により水洗化率、料金収入の大幅な増加は
今後も見込めないと予想される.

また、施設利用率も類似団体平均値から大幅に低
いことから、人口減少が大きな原因と思われる.

4

を5 5き

'7 ι3

H2'

0 00

0伽

【1.?47 32】

0伽

I U' 55

13 2'

43,1

該当数値なし

Ⅲ

0 00

1 36',き

94 00

9? 00

,0 00

艶 00

舶 00

M O0

詑伽

帥伽

7■ 00

当該仙

年均価

"?'
20 "

訂訂

の効率性」

H2

0 00

0 00

「債務残」

"ユ'

0 00

1 105 04

"17
部郎

訂リ

⑧水洗化率1%)

「渠の経年化の状況」

υ

0 00

1 403 10

加
艶闘

き' 31

1 00

0,0

0 '0

0 70

0 '0

0 50

0 '0

0 30

0 20

0 10

0伽

当該値

早均値

"

蛇乃

割"

n96"

H15
,2 59

託 6'

「使用料対の捕捉」

全体総括

今後も人口の大幅な増加は見込めないことから、
施設の縮小等などを検討していき、事業継続に向け
た取り組みが必要と思われる.

③管渠改率(%)

飴

,2 31

き5 鵡

蛇'

齢門

2.老朽化の状況について

林集施設の耐用年数を把握し、計画的な改築・更
新を図っていく必要がある.

吐誌
0 00

000

N

0 00

0 00

=
冒

,

盟冒
冒
■


